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１ 趣旨 

西条市教育委員会は、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について

点検及び評価を行い、効果的な教育行政の推進に資するとともに、その結果に

関する報告書を作成し、公表することにより、市民への説明責任を果たし、市

民に信頼される教育行政を推進します。 
 

２ 点検評価の対象 

点検評価の対象は、「西条市の教育基本方針」に基づく、平成３０年度の学

校教育、社会教育、人権・同和教育の重点目標とします。 

 

３ 点検評価の方法 

（１）点検評価に当たっては、施策・事業の進捗状況を総括するとともに、課

題や今後の取組の方向性を明らかにするため、毎年 1回実施します。 

（２）「外部評価委員会」を設置して、教育に関し学識経験を有する者の知見

の活用を図り、点検評価の客観性を確保します。（令和元年８月２８日に

外部評価委員会を開催） 

 

４ 点検評価結果の構成 

（１）項目 

   平成 30 年度「教育基本方針」の推進目標を達成するための重点目標で 

ある 8項目について、基本施策ごとに点検評価します。 

（２）取組状況等 

  ア 基本施策を達成するための方向性を示します。 

  イ 平成 30 年度に実施した主な取組を示します。 

ウ 基本施策の進捗状況を記載するとともに必要に応じ目標と実績を 

まとめています。 

（３）今後の課題と取組の方針 

  今後の取組を進める上での課題と方針を示しています。 

（４）評価 

   取組状況ごとに目標を定め、その進捗状況及び達成度等から得た成果に

ついて点検・評価しています。また、新規の事業や業務内容等については、

比較検討が可能な他の継続事業等の達成度等を参考とし、それぞれの目標

-2-



に対する成果を点検・評価することで、西条市教育委員会の学校教育・社

会教育・人権教育における基本施策ごとに 5 段階の評価を実施しました。 

    

 
 
 
 
 
 
 

評価基準 

段階 評価内容 

Ａ 目標とする成果を大きく上回った 

Ｂ 目標とする成果をやや上回った 

Ｃ 概ね目標とする成果であった 

Ｄ 目標とする成果をやや下回った 

Ｅ 目標とする成果を大きく下回った 
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５ 西条市の教育基本方針 

 
 西条市の将来都市像である「人がつどい、まちが輝く、快適環境実感都市」 
の実現に向け、教育環境の整備充実を図り、豊かな心をはぐくむ教育・文化を実

感できるまちづくりを推進する。 
 

―推進目標― 
  
 １ 学校・家庭・地域が連携・協働し、知・徳・体のバランスのとれた「心豊

かにたくましく生きる西条っ子の育成」に努める。 
 
 ２ ＩＣＴを効果的に活用した「学びあい学習」、防災教育、コミュニケーシ

ョン教育などの特色ある教育活動や教職員の業務改善を推進し、教育の

質の保障・向上に努める。 
 
 ３ 世代に即した生涯にわたる学習活動の充実と地域活動への参加の拡大を

図るとともに、生涯学習環境の整備に努める。 
 
 ４ 地域の安全・安心に資する事業展開により、地域社会・家庭の教育力及び

危機管理意識の向上に努める。 
 
 ５ 自然を守り育て、郷土を愛する教育の推進に努める。 
 
 ６ 文化に対する市民意識の高揚を図り、郷土の先人を顕彰するとともに、貴

重な文化財・歴史民俗資料などの保護と有効活用に努める。 
 
 ７ 同和問題をはじめ、あらゆる人権問題に関する学習機会の提供を通じて、

正しい理解と認識を培い、市民の人権が真に尊重される差別や偏見のな 

い社会の形成に努める。 
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学校教育 

 

 

６ 教育に関する事務の管理・執行状況の点検・評価 

重点目標１ 「ともにつくり、みんなが育つ学校」の創造 

基本施策 取組状況等 評価 

(１)一人一人の子どもを大切にする学校 
保護者、地域、関係機関と連携・協

働して一人一人の子どもを大切にする

教育を推進する。 

【取組状況】 

（人権・同和教育の推進）：Ｂ 

・ 全ての小・中学校で、人権対策協議会西条支部との合同研修

会を行い、「差別の現実に学ぶ」研修会を開催した。 

・ 各学校の実態に応じて重点的に取り組むテーマを決め人権・

同和教育３か年計画を完成させ、実践した。 

・ 外部講師を招いて「性的マイノリティ」に関する研修を行い、

各学校の人権・同和教育の核となる教員の指導力の向上に努め

た。 

・ 市内の全中学校で共通教材による「性的マイノリティ」に関

する学習を展開したり、丹原東中学校区の小学校と中学校が連

携を図り、「性的マイノリティ」の出前授業を行ったりした。 

 

（生徒指導の充実）：Ｂ 

・ 「西条市いじめＳＴＯＰ小・中学生会議」を開催し、市内 12

小学校、５中学校の代表児童生徒が参加した。参加児童生徒は、

３校の発表をもとに意見交換をしたり、パネルディスカッショ

ンを通じたりして、多くの積極的な考えに触れ、いじめ撲滅に

関する自校の取組の推進に貢献した。 

・ ハートなんでも相談員や不登校対策非常勤講師、スクールカ

ウンセラー、スクールソーシャルワーカー等との連携により、

校内生徒指導体制を充実させた。 

・ 中・高生徒指導主事連絡会や青少年育成センター、警察等関

係機関との生徒指導に関する情報交換を行ったり、連携を図っ

たりした。中学生と高校生が協力して朝の登校指導及び挨拶運

動（ＣＡＰ）を計画的に実施した。 

 

（特別支援教育の推進）：Ｂ 

・ ウイングサポートセンター発達支援担当専門員の活動をサポ

ートし、就学指導の常時相談体制を充実させた。このことによ

り就学先の特別支援教育コーディネーターとも連携が図られ、

就学先の見学もスムーズに行うことができるようになってき

ている。保護者、就学先の学校ともに適切な就学相談活動がで

きるようになった。 

・ 特別支援教育スーパーバイザー派遣事業では、授業参観を行

った後の事例研修や講演会を通して、特別支援教育に関する知

識理解が深まった。また、特別支援教育コーディネーターが中

心となり、事例研究や障がい種別研修会、ウイングサポートセ

ンター発達支援担当専門員を招へいした研修を積極的に実施

して、校内教育支援委員会が充実したものになった。 

 

【今後の課題と取組の方針】 

・ 各学校が設定した人権課題及び人権・同和教育３か年計画の

見直しと「差別の現実に深く学ぶ」校内研修の充実 

・ 「性的マイノリティ」に関する取組や研修会の更なる工夫 

Ｂ 
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学校教育 

 

 

（２）子どもの成長を支える家庭や地域

との連携・協働 

学校や子どもの様子について積極的

に情報発信するとともに、子どもの成

長につながるよう地域の人的・物的資

産の有効活用を図る。 

【取組状況】 

（家庭・地域への積極的な情報発信）：Ａ 

・ 学校のホームページの充実を図るとともに報道機関との連携

を密にし、多角的な情報発信に努めた。 

・ 不審者情報については、学校、警察、西条市ＰＴＡ連合会が

連携し、連絡メールサービスなど、ＩＣＴを活用することで広

域かつ迅速に保護者や地域の方々にも情報提供し、児童生徒の

見守りを強化した。 

 

（家庭・地域との連携強化）：Ａ 

・ 学校評議員制度を活用し、課題に応じて評議員からの意見を

求め、学校運営に反映させるよう努めた。 

・ 総合的な学習の時間において、福祉教育や勤労生産学習の講

師を地域の方に依頼した。 

・ 市ＰＴＡ連合会、健全育成協議会等と連携し地域ごとに、学

校と保護者・地域で児童生徒を見守る活動の充実に努めた。 

・ 地域人材を活用した学校・家庭・地域連携推進事業を実施し

た。 

 

【今後の課題と取組の方針】 

・ タイムリーかつ魅力ある情報発信の方策の検討 

・ 地域の人的・物的資産の発掘と更なる有効活用のための仕組

みづくり 

 

Ａ 
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学校教育 

 

 

（３）教師力の向上と学校力の充実 
教職員の学習指導や生徒指導の力を

向上させるとともに、教育目標を具現

化するためにチームとして取り組む学

校づくりを推進する。また、幼児・児

童・生徒が安全で安心な学校生活がで

きる教育環境の整備・充実に努める。 

【取組状況】 

（学校マネジメント力の向上）：Ａ 

・ 全ての学校が、自校の教育理念や教育目標、経営方針を明確

に示したグランドデザインを作成し、地域・保護者・関係機関

等に周知しながら、地域の実情に応じた創意ある教育課程の編

成・実施に努めた。 

また、全ての学校が学校評価を実施し、学校改善のためのマ

ネジメントの見直しを行った。 

 

（教職員の資質能力の向上）：Ｂ 

・ 各校で、授業評価システムを組織的・継続的に活用し、授業

改善に努めるなど、教職員の授業力向上を図った。 

・ 各校の教育理念や教育目標、経営方針を明確化し、教職員一

人一人の危機管理意識を高めたり、服務規律を徹底したりする

研修を各校で継続的に実施した。 

 

（教育環境の整備・充実）：Ａ 

・ 各校で、危機管理マニュアルの見直しを行うとともに、避難

訓練を毎月一回実施するなど充実を図った。 

・ 児童生徒をまもり育てる協議会を開催し、地域や関係機関等

との連携を図りながら、安全・安心な学校づくりを進めた。 

・ 全ての学校においてＩＣＴを活用することができる教育環境

を整えた。 

・ ＩＣＴを活用した校務支援システムを有効活用することによ

り、校務の効率化を図り、教職員が子どもと向き合う時間の確

保に努めた。 

・ 耐震強度が不足し、老朽化が著しい屋内運動場について改築

を行った。また、通学路に面した危険性が高いブロック塀を撤

去し、安全なフェンスに改修を行ったほか、小・中学校・幼稚

園の教室において、空調設備の整備に取りかかるなど、安全・

安心な教育環境の整備を推進した。 

 

【今後の課題と取組の方針】 

・ 各種研修会の充実 

・ 全小・中学校におけるＩＣＴを効果的に活用した「学びあい

学習」の推進 

・ 小・中学校、幼稚園の空調設備の整備完了（令和元年度） 

・ 学校施設の計画的な改修及び維持管理 

 

Ａ 
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学校教育 

 

 

重点目標２ 知・徳・体のバランスのとれた子どもの育成 

基本施策 取組状況等 評価 

（１）確かな学力の定着と向上 

基礎的・基本的な知識・技能の定着

を図るとともに、学んだことを活用し

て課題を解決するために必要な思考

力・判断力・表現力、自ら進んで学習

に取り組む態度を育成する。 

 

【取組状況】 

（学習指導要領の趣旨を踏まえた「わかる・できる・楽しい」授

業の創造）：Ｂ 

・ 全小・中学校で「学びあい学習」を取り入れた授業改善を推

進した。特に中学校においては、市内全中学校で公開授業を行

い、「学びあい学習」の定着を図った。 

・ 市内の小学校 12校・中学校 10校へスーパーバイザーを招聘

した「学びあい学習」の研究授業を実施した。 

・ 小学校４・５年、中学校１年を対象として市内一斉に総合学

力調査を実施した。得られた結果から各学校の課題を明確にし

て、その対策を立て、児童生徒への補充的・発展的な指導や個

に応じた指導を徹底し、学力の定着・向上を図った。 

・ ＡＬＴや外部講師を積極的に活用し、創意ある授業を展開し

た。 

・ 社会科副読本等、地域や児童・生徒の実態に応じた教材を積

極的に活用した。 

・ ＩＣＴを活用したり、授業のユニバーサルデザイン化を図っ

たりして、よく分かる楽しい授業づくりに取り組んだ。 

 

（言語活動の充実）：Ｂ 

・ 学習指導要領で求められている言語の力を育むため、授業公

開を行うなどして、積極的に校内研修を実施した。 

・ 市内の各教科部会における研修で、知識・技能を活用してレ

ポートの作成や論述を行うなど、思考力や表現力、判断力を養

う学習の大切さについて共通理解を図り、授業実践に努めた。 

 

（家庭との連携による学習習慣の定着）： Ｂ 

・ 各校で学力の定着・向上を図るために、家庭学習の仕方につ

いて、手引書を作成・配付した。また、有効活用を図るための

手引書の使い方等について保護者へ説明を行った。 

【今後の課題と取組の方針】 

・ 教職員の授業力の向上を図り、児童生徒の学力の向上を目指

すための、ＩＣＴを効果的に活用した「学びあい学習」の一層

の推進 

・ 市で選定した学力診断調査実施事業の実施（Ｈ26年度より 

継続）により、各学校の課題と対策を明確にして、児童生徒へ

の補充的・発展的な指導や個に応じた指導の徹底 

・ 愛媛学びの森学習支援サイト及び市の問題データベースの積

極的な活用による児童生徒の学習習慣の確立 

・ 教育心理検査を実施・考察し、学力向上に繋がるよりよい学

級づくりに活用 

・ 確かな学力の定着と向上のための効果的な取組についての情

報交換 

・ 言語活動の充実のためのより効果的な校内研修の実施 

・ 家庭学習の重要性や学習の仕方についての啓発活動の一層 

の充実 

 

Ｂ 
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学校教育 

 

 

・ 令和 2年度全面実施のプログラミング教育へのスムーズな移

行に向けての研修の充実。 

 

（２）豊かな心の育成 

豊かな体験を通して、生命を尊重し、

感動する心、礼儀や規律を重んじる心

を育成する。 

 

【取組状況】 

（自己を見つめ生き方を考える道徳教育の推進）： Ａ 

・ 各校の道徳教育推進教師を中心に、指導体制を充実させ、学

校の教育活動全体で行う道徳教育を推進した。 

・ 小学校では、特別の教科道徳の指導の充実に向けて授業改善

を図り、道徳教育の充実に努めることができた。 

 

（優れた芸術や伝統文化、異文化に触れる活動の充実）：Ｂ 

・ 文部科学省が行う子どもの文化芸術体験事業に積極的に取り

組み、派遣事業では 1校 212 名、巡回事業では 6校 1,335 名の

児童が優れた文化・芸術に触れることができた。 

・ 中学３年生 30 名をニュージーランドへ派遣し、ホームステ

イや現地の中学生との交流を行い、生きた英語学習や貴重な体

験をすることができた。 

 

（ふるさとを愛する心を育てる教育の推進）： Ｂ 

・ 各校で地域の歴史等を学び、伝統文化の大切さを再確認した。 

・ 各校で実施した西条市の偉人についての学習を基に、代表児

童生徒による作文集を作成して、地域を愛し誇りに思う心を育

てると共に、自己の生き方を考えることができた。 

 

【今後の課題と取組の方針】 

・ ＡＬＴの配置の見直しと国際理解教育の一層の推進 

・ 道徳性を養う地域教材の開発 

・ 地域の伝統芸能の積極的な伝承 

・ 中学校での特別の教科道徳の指導の充実 

 

Ｂ 

-9-



学校教育 

 

 

（３）健やかな体の育成 

生涯を通じて活力ある生活を送るた

めの基礎となるたくましい体を育成す

る。 

 

【取組状況】 

（体力つくりの推進）：Ｂ 

・ 市小学校体育連盟研究部員等を対象に愛媛大学から講師を招

き定期的に研修会を開催し、教職員の指導力向上を図った。 

・ 水泳や陸上記録会等を機会として体力向上を目指した取組が

行われた。 

・ 中学校の運動部活動に対し、各種大会参加に係る費用の補助

を行い、部活動の振興に努めた。  

・ 新体力テストの結果を分析し、全ての学校で策定した「体力

アップ推進計画」にその方策を盛り込み、実践した。 

 

（食育の推進）：Ｂ 

・ 給食を教材として、地産地消に取り組むことの大切さや地場

産品についての学習を行った。 

・ 食育関係団体等の協力の下、市内の学校から 12 チームが参

加して、地元産食材を使用した「学校給食レシピコンクール」

を実施した。また、親子で市内農場を見学して収穫体験を行い、

その食材を使用して料理教室を行う「旬菜めぐり」を実施する

など、体験的な食育活動を行った。 

 

（学校給食における運営等の検討）：Ｂ 

・ 学校給食関係者、保護者及び学識経験者等で「西条市学校給

食運営検討委員会」を組織して、学校給食における施設整備や

運営のあり方について、検討を開始した。 

 

（規則正しい生活習慣の確立と薬物乱用防止教育等の推進）：Ｂ 

・ 規則正しい生活習慣の確立のため、「早寝・早起き・朝ごは

ん」のキャッチフレーズのもと、児童生徒や保護者・地域への

啓発を行った。 

・ 学校薬剤師や保健所、警察等関係機関の協力を得て、薬物乱 

用防止教室を開催し、タバコや危険ドラッグについて、理解を

深めた。 

 

【今後の課題と取組の方針】 

・ えひめ愛顔のジュニアアスリート発掘事業への積極的な参加 

・ 保護者や地域に対する食育の啓発活動の充実 

・ 規則正しい生活習慣の確立における、家庭や地域への啓発活

動の強化 

・ 平成 31 年度までに、新体力テストにおいて県内トップクラ

スの実現 

・ 東京オリンピック・パラリンピックの啓発 

Ｂ 
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重点目標３ 西条市の特色ある学校教育の取組の推進 

基本施策 取組状況等 評価 

（１）ＩＣＴを効果的に活用した「学び

あい学習」の推進～課の発見や解決

に向けた主体的・対話的で深い学び

の実践～ 

学習意欲を高め、基礎的な知識・技 

能の確実な定着や問題解決能力の育成

を図るため、主体的・対話的で深い学

びを実現するとともに、ＩＣＴを効果

的に活用した「学びあい学習」を推進

する。 

 

【取組状況】 

（西条っ子学びの向上推進事業）：Ｂ 

・ 市内小・中学校における「学びあい学習」の実践研究をさら

に進め、教職員の授業力の向上を図りながら児童生徒の学力向

上を図った。 

・ 市で実施する学力診断調査の結果を分析し、各校の課題を明

確にして、その対策を立て、個に応じた指導等を徹底し、学力

の定着・向上を図った。 

 

（小・中学校ＩＣＴ教育推進事業）：Ｂ 

・ 市内全小・中学校に設置された電子黒板をはじめとするＩＣ

Ｔ機器類及び校務支援システムを有効活用するための支援・研

修体制を整えた。 

・ ＩＣＴを有効に活用することで、子どもたちの学力の向上及

び教育の質の向上を図るとともに、校務の効率化を図ることで

教職員が子どもたちと向き合う時間を創出するとともに、教職

員の負担軽減に努めた。 

 

（ＩＣＴを活用したスマートスクール実証事業）：Ｂ 

・ モデル校の神戸小学校、壬生川小学校及び西条東中学校を中

心とし、教育の情報化にかかる先端的な検証を継続して行っ

た。（実証期間：平成 29～令和元年度） 

・ 「小・中学校ＩＣＴ教育推進事業」の実施に伴い、全ての小・

中学校の教職員にＩＣＴの利活用が十分に行き渡るよう、必要

な研修・指導に努めた。 

 

（人口減少社会におけるＩＣＴの活用による教育の質の維持向

上を図る「西条市モデル」の定着と普及）：Ａ 

・ 人口過少地域にある小規模校が抱える課題をＩＣＴによって

軽減・解消することを目指し、学校間の教室を WEB 会議システ

ム等で結び、大画面のスクリーンを利用して一つの授業を行っ

た。本事業により生まれる効果・価値を見出しながら、子ども

たちの学びの充実を図り、教育の質の維持・向上を図った。 

（実証校：田滝小学校、徳田小学校、田野小学校、丹原小学校） 

 

【今後の課題と取組の方針】 

・ 教育の情報化による子どもたちの学力の定着と向上 

・ 21 世紀型スキルを効果的に育成するため、神戸小学校で検証

を行ったタブレット等の全校展開 

・ 次期学習指導要領の全面実施（令和 2年度小学校、令和 3年

度中学校）を控え、国が定める整備目標の早期達成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 
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学校教育 

 

 

（２）防災教育の充実・発展 

安全・安心な学校・地域をつくるた

め、防災教育の充実・発展を図りなが

ら、防災人づくりを推進する。 

 

【取組状況】 

（12歳教育推進事業）：Ａ 

・ 子ども防災サミット（第１回各小学校代表児童 55 名、第２

回各中学校区の小学校 6 年生と中学校 2 年生参加)と防災キャ

ンプ（代表児童 55 名参加）を実施し、学校・地域で活躍でき

る未来のリーダー育成を図った。 

・ 各校で第１回防災サミットや防災キャンプに参加した代表児

童が中心となって、各小学校で創意工夫した防災教育の実践が

なされた。 

（中学校における防災教育の推進）:Ａ 

・ 第２回子ども防災サミットは中学校区ごとに開催し、小学６

年生と中学２年生が合同で各中学校区の実情に応じた防災教

育を実施した。 

・ 12 歳教育担当者会を年間計画に位置づけ、各校の 12 歳教育

担当者の指導力向上に努めた。 

 

 

 

【今後の課題と取組の方針】Ａ 

・ 12 歳教育推進事業の効果の検証と見直し 

・ 地域を巻き込んだ防災教育の充実・発展 

 

 

 

Ａ 

（３）コミュニケーション能力の育成 

豊かな感性や社会性、自分の思いを 

伝える力、他者の考えを受け入れる力、 

よりよい集団やコミュニティをつくろ 

うとする意欲等を育むため、コミュニ 

ケーション教育を推進する。 

【取組状況】 

（文化芸術による子どもの育成事業）： Ｂ 

・ 西条市がコミュニケーション能力の育成を目的として、積極

的に取り組んでいる「コミュニケーション教育推進事業」では、

芸術家集団による創作活動を取り入れたワークショップ型の

授業を行っており、平成 30年度は 8 校で実施した。 
 

【今後の課題と取組の方針】 
・ コミュニケーション教育の成果と課題の把握と更なる充実 

Ｂ 

（４）幼・保、小、中、高の連携・協働

協力体制の確立 

心身の調和のとれた発達を促し、人 

間性の基礎を培う教育を推進するた

め、幼・保、小、中、高の連携を強化

する。特に、小学校から中学校の義務

教育９年間において、学びの連続性を

重視した教育を実現する。 

【取組状況】 

（学校等連携推進事業）：Ｂ 

・ 中学校区ごとのテーマによる講演会、指導方法の研修、出前

授業、体験入学、授業交流、合同職員研修、学力向上の取組、

部活動体験、環境改善活動、郷土の歴史や文化財についての学

習など、独自性のある活動を行った。 

・ 幼稚園・保育園からの円滑な義務教育への移行、また、義務

教育９年間を見通した指導観の共通理解や継続指導等を行っ

た。 

・ 進路指導及び生徒指導面での小・中・高の連携を図ることが

できた。 

【今後の課題と取組の方針】 

・ 幼・保、小、中、高の教職員の連携の更なる充実 

 

Ｂ 
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（５）業務改善の推進 

教職員一人一人の意識改革を促すと

ともに、誇りや情熱をもって働ける教

育環境を整備し、ワーク・ライフ・バ

ランスを実現しながら、子どもとじっ

くりと向き合う時間を十分に確保する

ことによって、教育の質の保障・向上

につなげる。 

【取組状況】 

（学校現場における業務改善加速事業）：Ｃ 

・ 平成３０年４月１８日「西条市立小・中学校業務改善宣言」

を平成３０年度西条市教員総会において全員で宣言し、業務改

善への意識高揚を図った。 

・ ICT 機器を活用し、教材準備等の時間の短縮や効率化を図っ

たり、校務支援システムを導入し、校務の効率化を図ったりし

た。また、ペーパーレス化を図ることで職員会議等の効率化を

図ることができた。 

・ 「部活動に関する基本方針」を制定し、休養日を週当たり 3

日以上、少なくとも平日 1日、土日 1日以上設けることにし、

活動時間は３時間程度、休業日や土日は３時間程度にし、教職

員の負担軽減を図ることができた。 

【今後の課題と取組の方針】 

・ 教職員の業務分担の抜本的な見直しと、更なる効率化・適正 

化の推進 

 

Ｃ 
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社会教育 

 
 

重点目標１ 地域に根差した生涯学習活動の推進 
基本施策 取組状況等 評価 

(１) 地域づくり・人づくりを目指した社

会教育の推進 
市民の学習ニーズや地域課題等を的

確に捉え、地域の自主性・主体性を生か

した地域密着型の生涯学習を推進す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【取組状況】 

（多様な学習機会の提供と自主学習の支援）：Ｂ 

・ 市民の多様な学習ニーズに対応するため、市民大学 7講座を

計 35回開催し、延べ 1,234 名が受講した。 

・ 市民大学卒業式記念講演会に東京大学大学院特任教授 片田 

敏孝 先生を迎え、「荒ぶる自然災害に向かい合う犠牲者ゼロの

地域づくり」について 185 名が聴講した。 

・ 「これからの地域づくりと公民館の役割について」高崎経済 

大学 櫻井常矢先生を招き、公民館長・主事を対象に研修を実

施した。 

・ 公民館人権同和教育活性化事業として、人権・同和教育に関 

する講演会の開催やポスター・標語の掲示などを行った。 

・ 全公民館で計 704 サークルが活動を行い、活動場所の提供や、

サークル活動の紹介等を支援した。 

・ 公民館フェスティバルを総合文化会館で開催し、2,042 名の

来場のもと、作品展示や芸能等の披露が行われ、公民館活動の

魅力発信と学びの交流を深めた。 

・ 子ども読書活動推進計画を策定した。 

 

（地域密着型の生涯学習の推進） ： Ａ 

・ 地域密着型の公民館運営を行うため、常勤館長を 18 公民館

に配置した。 

・ 公民館協力委員会を全ての公民館で開催し、公民館事業を通

した地域ネットワークの強化に努めた。 

・ 文化祭や運動会をはじめとする地域行事において、公民館と

自治会や学校及び地域団体の連携に努めた。 

・ 山間部では、集会所への出前講座の実施や高齢者へのミニデ

イサービスなど、地域の実情に応じた取組を行った。 

・ 大町地区・橘地区に加えて、新たに田滝地区・国安地区・小

松地区がモデル地区となって、公民館を拠点に各種団体が連携

し、地域住民主体の新たな地域づくりの仕組みとしての地域自

治組織づくりに取り組んだ。 

・ 婦人会、ＰＴＡ、愛護班、文化協会、ボーイスカウトに活動

補助金を交付するとともに、各種事業を共催・後援し、組織の

円滑な運営及び活動の支援を行った。 

・ 神拝校区で婦人会による子ども食堂を実施した。 

  

（「学びの循環」による地域づくりの実現）： Ａ 

・ 公民館フェスティバルにおいて、西条公民館が「西条わくわ

く教室の実績報告」、吉岡公民館が「吉岡歩こう会による上市の

古墳群の紹介」についての活動実践事例報告を実施した。 

・ 自らの学びを活かす場として、「放課後子ども教室」の拡充及

び「地域未来塾」「土曜教育」の開設に努めた。  

・ 地域の伝統行事や文化祭、運動会等において、ボランティア

の積極的な参画を得て、企画・運営することができた。 

 

 

 
Ａ  
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【今後の課題と取組の方針】 

・ 地域課題の発見・解決に取り組む公民館活動の推進 

・ 地域自治組織づくりと連携した活動支援や学習機会の提供 

・ ＮＰＯや民間事業者等の多様な主体との連携・協働による地

域ネットワークの強化 

・ 地域学校協働活動に関する先進事例等の収集・研究 

 (２) 社会教育活動の基盤整備 
市民の生涯学習に対するさまざまな

ニーズに対応する活動拠点として、公

民館等社会教育施設の基盤整備と学習

環境の充実に努めるとともに、地域の

安全・安心に資する事業展開を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【取組状況】 

（活動拠点としての社会教育施設の基盤整備）： Ａ 

・ 公民館の耐震化を図るため、飯岡・小松公民館の耐震改修工

事を実施した。 

・ 神戸・国安・周布公民館等の空調設備の更新や修繕、各種備

品の新設・更新を行うとともに、各施設の点検・清掃などを実

施し、利便性及び安全性の確保に努めた。 

・ 氷見公民館の建替工事が完成し、活動拠点の充実が図れた。 

・ ＡＥＤ機器を設置している大町、神戸、橘、氷見、加茂、桜

樹公民館（6館）で、毎月の定期点検を実施した。 

・  こどもの国の高圧受電設備等の修繕を行った。 

  

（学習環境の充実）： Ｂ 

・ 中央公民館において公民館運営審議会を年 3回開催し、公民

館事業の企画・実施に関する協議・審議を行った。 

・  隔月で館長会・主事会を開催し、中央公民館を中心とした公民

館相互の連携強化に努めた。 

・ 県等が実施する研修会に公民館担当職員を派遣するととも

に、館長会・主事会で研修を実施し、職員の資質向上に努めた。 

・ 公民館だよりや文化祭等の情報を市ホームページに掲載する

ほか、市フェイスブックを活用し積極的な情報発信を行った。 

・ 公民館等施設からの推薦により市生涯学習推進講師を登録す

るとともに、登録名簿を各施設で共有し各種事業に活用した。 

  

（地域における危機管理意識の向上）： Ｂ 

・ 公民館を地域防災の拠点と位置付け、地域団体と連携のもと

避難訓練や防災講座を実施した。 

・ 公民館だより等を活用して、地域防災意識の啓発や自主防災

組織率の向上に取り組んだ。 

 

【今後の課題と取組の方針】 

・ 公民館へのＡＥＤ・温水便座の整備 

・ 公民館・社会教育施設のエアコン更新 

・ 社会教育施設の企画展や収蔵品の情報発信 

・ 防災をテーマとした公民館講座の開設等による防災人づくりの推  

  進 

 

 

 

 

 

B 
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(３) 図書館のサービス機能の充実と利用

促進 
人づくり・まちづくり・情報発信の拠

点として図書館を位置付け、市内４館

が連携した図書館のサービス機能の充

実に努め、利用促進を図る。 

【取組状況】 

（人づくり・まちづくり・情報発信の拠点）： Ｂ 

・ 各館が市民生活に役立つ図書館として資料の収集に努め、平

成 30年度は寄贈図書も含めて 11,624 冊の図書整備を行った。 

・ 市内図書館図書を一括に利用できるよう、図書の相互補完と

して 74,110 冊の図書を循環した。 

・ 市内 4図書館より離れた地域に住む方々に継続した図書の提

供ができるよう、移動図書館車の運行を行い、8,625 冊の利用

があった。 

・ 家族での利用が図られ、より良い家庭環境の創出ができるよ

う、特に児童図書の充実に努め 3,135 冊の増加を図った。 

・ 各図書館共に地域的特色や課題に関する郷土資料の収集に努

め 1,703 冊の新たな資料・図書の収集を行った。 

・ ハローワークの求人情報を掲示するほか、西条図書館では起

業や個人のスキルアップに関する専門コーナーを設け、ビジネ

ス支援に関する情報の提供に努めた。 

・ 十河文書研究会による郷土の偉人顕彰の幅を広げ、平成 30年

8月には佐伯勇氏の鉄道事業を紹介する企画展示を行った。 

 

（サービス機能の充実）： Ｂ 

・ 西条図書館・丹原図書館・小松温芳図書館において、図書館

職員が小学校へ出向き、子どもたちに直接、本を読むことの大

切さ楽しさを伝えるブックトークを 14回開催した。 

・ 子どもたちが図書に触れる機会を増やすために、小学校へ移

動図書館車を巡回し、3,730 冊の図書利用があった。 

・ 3 か月検診の場を利用し、乳幼児からの読書習慣を身につけ

てもらうために、本を通した保護者と子どもたちとのスキンシ

ップを知ってもらうブックスタート事業を 766 名に実施した。 

・ 幼児期へと発達する段階の子どもたちに本を楽しんでもらえ

るよう、職員やボランティアによるお話し会や自ら考え作る楽

しさを体験する工作教室を実施した。 

・  市内高等学校へ出向き、保育事業前の生徒を対象とした実技

指導や、図書館の使い方講座を実施した。 

 

（市民の利用促進） ： Ｂ 

・  東予図書館・小松温芳図書館のエレベーター等の施設改修を

行い利用環境の向上を図った。 

・ 市内 4図書館の課題を確認するために、毎月図書館長会を開

催した。 

・  開館 10 周年の検証を行い図書館協議会において、運営体制

の見直しや図書紹介・レファレンス・館外での事業展開のとれ

る職員体制の構築等について協議した。 

・  

【今後の課題と取組の方針】 

・ 持続可能な図書館運営マネジメントの検討 

・ 市民生活に役立つ蔵書の充実 

・ 郷土資料の収集・整理・公開 

・ 学校と連携した子どもの読書推進活動の充実 
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社会教育 

 
 

重点目標２ 家庭・地域の教育力の向上 
基本施策 取組状況等 評価 

 (１) 豊かな心をもった青少年の育成 
子育ての原点である家庭に、教育力

の向上を促し、学校・家庭・地域社会と

関係団体が一体となって、社会性・協調

性・豊かな心を持った青少年の育成を

図る。 

【取組状況】 

（家庭教育力の向上）： Ｂ 

・ 小中学校で開催する子育て学習講座（延べ 59 講座、参加者

5,716 名）へ講師を派遣し、保護者・教職員等の学習を支援し

た。 

・ 第 14 回西条市ＰＴＡ大会が 1,425 名の参加のもと丹原文化

会館で開催され、「子と学び 共に笑おう 楽しもう」をスロー

ガンに、通学合宿の事例発表や性的マイノリティについて学ぶ

人権学習、ゴルゴ松本氏を招き「出張！ゴルゴ塾 命の授業」を

演題に講演が行われた。 

 

（地域社会が育む青少年の健全育成）： Ａ 

・ 放課後や週末等における子どもたちの安全で安心な活動場所

の提供を目的に放課後子ども教室を 24 教室開設し、児童クラ

ブと連携を図りながら体験活動や学習活動を実施した。 

・ 地域未来塾 9教室を開設し、学習支援行った。 

・ 土曜日等における魅力あるプログラムの取組を支援する土 

曜教育を 6教室開設し、小学生対象の美術、水泳、金管、ダン

ス、高校生対象の里山生活体験、ものづくり活動等を実施した。 

・ ＰＴＡ等が親子のふれあいを目的として行う体験活動につ

いて、29事業を支援し 2,618 名の参加があった。 

・ 公民館における 3泊 4日の共同生活で、通学や体験活動を経

験する通学合宿事業を、学校・保護者・婦人会等が連携・協力

のもと 5校で実施し、479 名の参加があった。 

・ 地域愛護班、青少年健全育成協議会等の活動を支援し、地域

全体で子どもを守り育てる環境づくりに努めた。 

 

【今後の課題と取組の方針】 

・  学校との連携による子育て学習講座の充実 

・ 親子ふれあい交流体験事業や通学合宿事業等の推進 

・ 放課後子ども教室の充実及び児童クラブとの連携 

・ 地域未来塾等の指導者の発掘と推進 

・ 土曜教育の取組の拡大と充実 

・ 学校・地域との協働活動の基盤づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 
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重点目標３ 地域文化の継承・形成と歴史文化の保全・活用  
基本施策 取組状況等 評価 

(１) 地域に根差した市民文化の振興 
ふるさとの自然と文化を愛する心を

培い、文化会館や公民館をはじめ生涯

学習施設の活用を図り、各種文化団体

や自主的サークルの育成と芸術文化の

振興に努めるとともに、郷土の歴史及

び文化に対する認識向上を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【取組状況】 

（団体育成と芸術文化の振興）： Ａ 

・ 西条市文化協会会員や学校の児童生徒を対象とし、芸術文化

活動に功績のあった功労者を表彰した。（功労賞４名 奨励賞

７名・８団体）  

・  伝統民俗芸能の保存・活用に取り組む各地域伝統芸能保存団

体（４団体）の活動を支援した。 

・ 市民の演劇文化醸成を図るため、「西条市坊っちゃん劇場ア

カデミー」を開講し、日露交歓コンサート、石鎚クライミング

パーククライミングフェスタに出演した。 

・ 各地域文化協会主催の文化祭・美術展を共催した。 

・ 各種文化団体（謡曲、囲碁、短歌等）が主催する大会を共催、

後援し、市民の参加促進を図った。 

・ 県民総合文化祭吟詠剣詩舞公演を開催したほか、国民文化祭、

各種文化事業への参加促進に努めた。 

・ 県民総合文化祭 30周年記念事業において、郷土ゆかりの先 

人・偉人を紹介するパネル展示を行った。 

・ 五百亀記念館、考古歴史館、生涯学習の館等において市民に

作品展示の場所を提供するなど、文化芸術活動を支援した。 

・ 2020 年東京オリンピック・パラリンピックにおけるオースト 

 リア共和国のホストタウン事業の一環として、ウィーンで活動

する若手音楽家グループ「トリオ・イメーシオ」のコンサート

を実施した。  

・ ロシアの一流クラシックアーティストによる、日露交歓コン 

サート西条公演を公益財団法人愛媛県文化振興財団らとの共

催で実施した。 

 

（郷土の先人顕彰）：Ａ 

・ 五百亀記念館において、伊藤五百亀生誕 100 周年記念式典を 

挙行し、関連事業として特別展を開催した。 

・ また、開館 5周年記念文化祭を開催し、市内高校生などの作 

品展示、ワークショップなどを行った。 

・ 平成 28 年度に増刷した近藤篤山顕彰冊子を、市内の各小学

校新入生に配布した。 

・ 郷土ゆかりの先人・偉人の業績を紹介するパネル展を小松公

民館で開催した。 

・ 真鍋嘉一郎氏のご親族よりご寄贈いただいた遺品展示を西 

条郷土博物館で行った。 

 

【今後の課題と取組の方針】 

・  文化協会への活動支援 

・ 郷土の偉人をまとめた冊子作成に向けた調査・研究 

・ 市民ミュージカル等の演劇文化の醸成と活動支援 

・ 五百亀記念館及び西条郷土博物館の指定管理導入 
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（２) 文化財の保護と活用の推進 
文化財の実態調査や資料整備、企画

展開催等に努めて周知啓発を図り、そ

の保存活用を推進する。 

【取組状況】 

（保存と活用）： Ａ 

・ 埋蔵文化財包蔵地において開発行為に伴う試掘調査並びに

「池ノ内遺跡」の本調査を行い、埋蔵文化財の状況把握に努め

た。 

・ 国営、県営及び市営圃場整備事業、市公共事業に伴う埋蔵文

化財試掘調査並びに「北竹の下Ⅰ遺跡」、「道場遺跡」、「新市遺

跡」、「楠Ⅳ・Ⅴ遺跡」の本調査を実施した。 

・ 平成 27年度に策定した「史跡永納山城跡保存整備基本計画」

に基づき、保存整備基本設計を作成した。また、現地では樹木

伐採等の環境整備を実施した。 

・ 国指定重要文化財「興隆寺本堂」の防災設備保守点検事業に

補助金を交付し、維持管理を支援した。 

・ 県指定史跡「土居構跡」の石積修復事業に補助金を交付し、

維持管理を支援した。 

・ 市指定建造物「観念寺山門及び石垣」修復事業に補助金を交

付し、維持管理を支援した。 

・ 市内指定天然記念物の維持管理（肥培等委託）を実施した。 

・ 巨樹名木保全事業を活用し、県指定天然記念物「フジ（観音

堂のフジ）」と市指定天然記念物「大喜多のイチョウ」の維持

管理を支援した。 

・ 小松温芳図書館に収蔵されていた考古資料を、旧西条勤労福

祉会館に移動。資料の効率的な分野別保存と、施設の有効活用

に努めた。 

 

（市民の文化財保護意識の向上）： Ｂ 

・  1 月 26 日の文化財防火デーに合わせ、文化財所有管理施設

において消防設備の立入検査や消防訓練を実施した。 

・ 文化財案内板、標柱等の設置を行い、文化財の周知に努めた。 

・ 各社会教育施設における企画展や講座を開催した。 

・ カブトガニフェスティバル、幼生放流、カブトガニふれあい

教室、産業文化フェスティバルなど、各種行事やイベントを通

して、カブトガニ保護に関する周知・啓発を行った。 

・ 市民に市之川鉱山の魅力を発信するために、市庁舎ロビーへ

設置した展示コーナーの継続した入替展示を実施した。 

 

 

Ａ 

  

【今後の課題と取組の方針】 

・ 永納山城跡保存整備基本計画に基づく整備の推進 

・  国営、県営圃場整備事業ほか、各種開発行為に伴う埋蔵文化 

財発掘調査に対処できる調査体制の確立 

・ 四国遍路の世界遺産登録に向けた県との連携 

・ 市之川鉱山資料室の情報発信 

・ 石鎚黒茶製造技術調査事業の実施 
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重点目標１ 学習機会の拡充と啓発活動の推進 
基本施策 取組状況等 評価 

（１) 市民総ぐるみの人権・同和教育研修

会等の推進 

研修会等の積極的な開催や、啓発活

動の推進を図るとともに、その内容の

充実に努める。 

【取組状況】 
（市民意識調査の結果を踏まえた積極的な学習機会の提供）：Ａ 

・ 「差別をなくする強調月間」関連事業として、「差別をなく 

する市民の集い」を、プロジェクト２００８の人権啓発劇「約

束」の上演により開催（1,060 名）するとともに、全職員が啓

発用ワッペンを着用することにより、人権啓発に努めることが

できた。また、市人権・同和教育研究大会（318 名）を開催し、

日頃の活動を実践報告するとともに効果的な人権・同和教育の

在り方について協議することができた。昨年度までは、４分科

会により開催していたが、関連する部会をまとめ、２分科会に

より協議したことで、他分科会の様子がわかり、連携の方向が

確認できたという意見が多かった。 

・ 自治会・PTA・婦人会等各種団体に対し、各種講座・研究大

会への参加を呼びかけ啓発を行った。市民大学人権・同和教育

講座は５回開催し、1,355 名の参加があった。人権・同和教育

リーダー養成講座は 6 回開催し、488 名の参加があり、講座を

とおして、同和問題をはじめ様々な人権問題について学習し、

指導者としての力量を高めることができた。 

・ カウンセラー養成講座（3回・101 名）、心のサポーター養成 

座（4 回・160 名）を開催し、人権問題への助言者を育成する

ことができた。 

・ 平成 28年 12 月に「部落差別解消推進法」が施行されたこと 

を受け、部落問題集中講座（3 回・312 名）を実施し、部落差

別解消の具現化に向けた取組を実施した。 

・ 行政・企業・事業所に対して企業・事業所における人権・同 

和教育研修会を西条公共職業安定所と共催で 2 回開催し、108

名の参加を得た。また伊予西条税務署、西条・東予・周桑歯科

医師会、ＪＡ周桑婦人部三芳支所、西条倫理法人会において出

前講座を開講した。 

・ 就学前教育関係者を対象にした研修会を開催し、149 名の参 

加があった。また各種講座や研究大会への積極的な参加を呼び

かけ、就学前における人権・同和教育の充実を図った。 

・ 愛媛県人権対策協議会西条支部と教育委員会、東予教育事務

所による公民館訪問（14館・258 名）をとおして、意見交換を

行い、地域に根付いた効果的な人権・同和教育を推進した。 

・ 公民館人権・同和教育活性化事業は、橘、禎瑞、三芳、楠河 

公民館の４館で取り組み、人権・同和教育を公民館の年間事業

として位置づけた。小地域懇談会や各種団体対象の学習会を開

催し、新しい学習機会の創出に取り組んだ。小地域懇談会では、

ビデオ学習や小グループによる討議などを行い、地域の課題に

即した学習を行うことができた（137 会場・3,517 名）。 

・ 愛媛県人権教育協議会機関紙「えひめ人権・同和教育」を購 

入し、各種団体、関係機関に広く配布するとともに、各種講座

や小地域懇談会等で人権啓発ビデオを利用するなど、各種資

料、視聴覚教材の積極的活用を行った。 

・ 滋賀県で開催された全国人権・同和教育研究大会（44名）や 

高松市で開催された四国地区人権教育研究大会（74名）、愛媛 

Ａ 
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人権教育 

 
 

 県人権・同和教育研究大会（148 人）、東予地区人権・同和教

育研究協議会（89名）等に多数の参加を得た。 

 

（人権意識の高揚を図るための効果的な啓発活動の推進）：Ｂ 

・ 市広報誌へ人権・同和教育シリーズを３ケ月に１回で掲載す

るとともに、ホームページや公民館便りに啓発チラシや事業経

過等を掲載し、情報提供に努めた。 

・ 毎月 10日を人権を考える日と定め、市内公共施設にのぼり 

旗を設置した。また、啓発チラシを作成・配布し、広く啓発に 

努めた。 

・ 各種講座や研修を開催する時に、「身元調査おことわり運動」 

のステッカーを配布するなど、差別を許さない地域づくりを推

進した。 

 
 
【今後の課題と取組の方針】 
・ 参加者の固定化がみられるので、多くの市民の関心を高め、 

より魅力的な研修内容の工夫及び課題の検討 

 ・ 人権文化のまちづくり条例及び基本計画の更なる市民への周     

 知並びに内容についての見直し 
・ 人権問題に関する市民意識調査の結果を市民に情報発信す 

るとともに、結果を反映した講師の選定や講演内容の充実 
・ 平成 31 年度に実施する市民意識調査結果の分析及び課題の 
抽出並びに今後の取組の検討 

・ 平成 28 年 12 月に施行された「部落差別解消推進法」の具現 
化に向けた更なる取り組み 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

-21-



人権教育 

 
 

重点目標２ 推進体制の充実 

基本施策 取組状況等 評価 
(１) 西条市人権教育協議会等との連

携強化 

西条市人権教育協議会や関係団体

との連携を更に深め、地域と一体と

なった人権・同和教育を推進する。 

【取組状況】 
（西条市人権教育協議会活動の推進）：Ａ 

・ 企業部会対象の人権・同和教育研修会を開催するとともに、企

業内研修会への講師派遣を行ったり、人権を考える日のチラシ等

の送付を行ったりするなど、企業における人権・同和教育の推進

に取り組んだ。 

・ 学校教育部会において、例年行っている夏季研は、「多文化教 

育」をテーマとして開催（168 名）した。また、３月には、愛媛

県人権教育協議会と共催で、「差別解消のための部落問題学習研

修会」を開催（132 名）した。これにより、学校教育における研

修の充実に努めることができた。 

・ 西条市人権教育協議会と協働することにより、地域・企業・学 

校・行政が連携し、地域に根付いた教育・啓発活動を行った。 

・ 子ども会活動に補助金を支出し、活動の活性化を図るととも 

に、研修会（26 名）及び交流学習発表会（59 名）を開催するこ

とで参加者相互の研修・交流を図った。 

 

（人権対策協議会、東予地域人権啓発活動ネットワーク協議会、西

条公共職業安定所等関係団体との連携による研修機会の確保及び

推進）：Ａ  

・ 人権対策協議会主催の先進地研修や研究大会に参加するなど

し、研修機会の確保に努めた。 

・ 東予地域人権啓発活動ネットワーク協議会との連携により、人

権の花運動（多賀小学校実施、丹原高校協力）や、「差別をなく

する市民の集い」を開催することができた。 

 

【今後の課題と取組の方針】 
・ 企業・事業所向け研修の充実 

・ 人権対策協議会との連携による社会教育における人権・同和教 

育の更なる推進 

 

 

Ａ 

（２）人権文化のまちづくり庁内推進

計画の実践 
  人権文化のまちづくり基本計画に

もとづき、人権課題解決に向けた全

庁的な取組を推進する。 

 【取組状況】 
（全庁的な取組による計画の実践）：Ｂ 

・ 人権文化のまちづくり庁内推進計画に基づき、市役所各課が推 

進計画を策定し、人権問題の啓発や人権施策の推進に努めた。 

・ 市役所全職員を対象とした人権・同和教育研修会において、外 
国人の人権をテーマとして取り上げ、人権意識の向上に努めた。 

・ 愛媛県人権教育協議会の「部落差別解消推進法」具現化委員会 
に委員として参加し、具現化に対する行政が取り組むべき事項の

協議に参加するとともに、市民意識調査の内容についての検討を

行った。 
 

 【今後の課題と取組の方針】 
・ 市民意識調査の内容検討、人権文化のまちづくり庁内推 

進計画の見直し 

 

Ｂ 
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7 資料 

 
（１）委員会開催状況 
平成 30 年 1 月 1 日～平成 30 年 12 月 31 日 

定 例 会 臨 時 会 計 
12 回 2 回 14 回 

 
（２）議案処理状況 
平成 30 年 1 月 1 日～平成 30 年 12 月 31 日 

原案議決 修正議決 保  留 計  
29 件 0 件 0 件 29 件 

 
（３）学校訪問等活動状況 
平成３０年４月 ９日 小学校入学式 
       １０日 中学校入学式 

１８日 西条市教員総会 
２７日 平成３０年度四国都市教育長連絡協議会総会 

   
５月 ７日 学校訪問（楠河小学校） 
   ９日 学校訪問（東予西中学校） 
  １０日 学校訪問（西条東中学校） 

１５日 学校訪問（東予東中学校、小松中学校） 
１６日 全国都市教育長協議会総会：岩手大会（～１８日） 
２１日 平成３０年度愛媛県市町教育委員会連合会理事会 
２３日 平成３０年度東予教育事務所管内教育長会 

学校訪問（田滝小学校） 
２５日 学校訪問（国安小学校、周布小学校） 

  ２８日 学校訪問（小松小学校） 
      平成３０年度市町教育委員会教育長会議 
 
６月 １日 学校訪問（西条小学校、神戸小学校） 
  １５日 学校訪問（大町小学校、石根小学校） 

１８日 学校訪問（玉津小学校） 
１９日 学校訪問（氷見小学校、禎瑞小学校） 
２０日 学校訪問（中川小学校、三芳小学校） 
２１日 学校訪問（丹原小学校、飯岡小学校） 

  ２５日 学校訪問（西条南中学校） 
  ２６日 学校訪問（田野小学校、徳田小学校） 

２８日 学校訪問（橘小学校、庄内小学校） 
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７月 ９日 学校訪問（壬生川小学校、多賀小学校） 

１０日 学校訪問（河北中学校） 
１１日 学校訪問（西条北中学校） 

       １２日 平成３０年度愛媛県市町教育委員会連合会定期総会 
１５日 中学生海外派遣団結団式 
２１日 西条市青少年健全育成市民大会 

       ２７日 第１回子ども防災サミット 
       ３０日 中学生海外派遣（～８月１１日） 
 

 ８月 ３日 子ども防災キャンプ 
   ２１日 西条市いじめＳＴＯＰ子ども会議 

２７日 中学生海外派遣団報告会 
    

９月１３日 外部評価委員会（教育委員会事務の点検・評価） 
 

１０月２５日 研修の船作文等表彰式 
 

１１月 １日 名誉市民章贈呈式及び市民表彰式 
    ４日 少年消防クラブ発表大会 
   ２０日 特色のある道徳教育推進事業研究発表会 
   ２７日 第１回西条市総合教育会議 

 
平成３１年１月 ４日 西条市新年市民祝賀会 
       １２日 西条市子ども凧あげ大会 

１３日 平成３１年西条市成人式 
       ２０日 第１４回西条市公民館フェスティバル 
       ２７日 平成３０年度第１４回西条市ＰＴＡ大会 
 
     ２月 ２日 西条市人権・同和教育研究大会 
        ６日 第２回西条市総合教育会議 

９日 西条市子ども会育成会交流学習発表会 
 
     ３月１５日 市立中学校卒業証書授与式 
       ２２日 市立小学校卒業証書授与式 
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（４）教育財政状況

平成30年度　西条市一般会計歳出決算 （単位：千円）

決算額 比率 決算額 比率

1 議 会 費 329,058 0.7% 336,866 0.7%

2 総 務 費 6,581,171 13.5% 7,148,605 15.0%

3 民 生 費 16,986,097 34.8% 17,123,336 35.9%

4 衛 生 費 2,883,202 5.9% 2,711,083 5.7%

5 労 働 費 214,369 0.4% 218,920 0.5%

6 農林水産業費 1,650,338 3.4% 2,488,044 5.2%

7 商 工 費 2,004,617 4.1% 1,099,072 2.3%

8 土 木 費 7,007,591 14.4% 5,483,832 11.5%

9 消 防 費 1,558,298 3.2% 1,515,353 3.2%

10 教 育 費 5,216,697 10.7% 5,435,373 11.4%

11 公 債 費 4,060,478 8.3% 3,975,144 8.3%

13 災 害 復 旧 費 334,941 0.7% 155,535 0.3%

48,826,857 100.0% 47,691,163 100.0%

平成30年度　西条市教育費歳出決算内訳 （単位：千円）

決算額 比率 決算額 比率

1 教 育 総 務 費 358,745 6.9% 334,173 6.1%

2 小 学 校 費 691,630 13.3% 699,472 12.9%

3 中 学 校 費 1,229,864 23.6% 1,232,060 22.7%

4 幼 稚 園 費 261,662 5.0% 266,693 4.9%

5 社 会 教 育 費 1,553,726 29.8% 1,248,014 23.0%

6 保 健 体 育 費 1,121,070 21.5% 1,654,961 30.4%

5,216,697 100.0% 5,435,373 100.0%歳出合計

款
平成30年度 平成29年度

備考

歳出合計

項
平成30年度 平成29年度

備考
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（５）関係法令 

◆ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 

（事務の委任等） 

第２５条 教育委員会は、教育委員会規則で定めるところにより、その権限に

属する事務の一部を教育長に委任し、又は教育長をして臨時に代理させるこ

とができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事務は、教育長に委任することがで

きない。 

（1） 教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針に関すること。 

（中  略） 

（5） 次条の規定による点検及び評価に関すること。 

３ 教育長は、教育委員会規則で定めるところにより、第一項の規定により委 

任された事務又は臨時に代理した事務の管理及び執行の状況を教育委員会に 

報告しなければならない。 

４ 教育長は、第一項の規定により委任された事務その他その権限に属する事

務の一部を事務局の職員若しくは教育委員会の所管に属する学校その他の教

育機関の職員（以下この項及び次条第一項において「事務局職員等」という。）

に委任し、又は事務局職員等をして臨時に代理させることができる。 

 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規定に

より教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第四項

の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び

執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、

これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 
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２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識

経験を有する者の知見の活用を図るものとする。 

 

◆  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律について 

（通知）（抜粋） 

（26 文科初第 490 号 平成 26 年 7 月 17 日 文部科学初等教育局長通知） 

１ 改正法の概要  

(4) 教育長は、教育委員会規則で定めるところにより、教育委員会から委任 

された事務又は臨時に代理した事務の管理及び執行の状況を教育委員会に 

報告しなければならないこととしたこと。（法第25条第３項） 

２ 留意事項 

今回の改正においては、新「教育長」が教育行政に大きな権限と責任を有す 

ることとなることを踏まえ、教育委員会の委員による教育長のチェック機能を 

強化するとともに、住民に対して開かれた教育行政を推進する観点から、会議 

の透明化を図ることとしている。 

(5) 自己点検・評価の活用 

教育委員会が、効果的な教育行政の推進を図り、地域住民への説明責任を果 

たす観点から、平成20年度より、教育委員会は、毎年、自らの活動状況の点検

及び評価を行うことが法律上の義務とされていることから（法第26条）、実施

していない地方公共団体においては、速やかに実施する必要があること。 

また、すでに実施している地方公共団体においては、点検及び評価の客観性 

を確保する観点から、法律において、教育に関し学識経験を有する者の知見の

活用を図るものとされている趣旨に鑑み、学識経験者として、保護者や地域住

民の意見も聴くこととするなど、更なる改善を図ることも考えられること。 
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